
 

１ 主要な政策に係る政策評価の結果の政策への反映状況 

 

○評価書はこちら 

 

・ 政策１ 国家公務員の人事管理の推進 

・ 政策２ 適正な行政管理の実施 

・ 政策３ 行政評価等による行政制度・運営の改善  

・ 政策４ 地域主権型社会の確立に向けた地方行政体制整備等 

・ 政策５ 地域力創造  

・ 政策６ 地域主権型社会の確立に向けた地方財源の確保と地方財政の健全化  

・ 政策７ 地域主権型社会を担う地方税制度の構築   

・ 政策８ 選挙制度等の適切な運用 

・ 政策９ 電子政府・電子自治体の推進   

・ 政策 10 情報通信技術の研究開発・標準化の推進  

・ 政策 11 情報通信技術高度利活用の推進  

・ 政策 12 ユビキタスネットワークの整備 

・ 政策 13 情報通信技術利用環境の整備   

・ 政策 14 電波利用料財源電波監視等の実施 

・ 政策 15 ＩＣＴ分野における国際戦略の推進   

・ 政策 16 郵政行政の推進   

・ 政策 17 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

・ 政策 18 恩給行政の推進 

・ 政策 19 公的統計の体系的な整備・提供 

・ 政策 20 消防防災体制の充実強化   

http://www.soumu.go.jp/menu_seisakuhyouka/49678_1.html


 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策
１ 

国家公務員の人事管理の
推進 

【改善・見直し】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
既存事業については、会議の開催回数や印刷物作成の見直しなどによ

り予算を３割縮減（51 百万円）する一方、下記の施策について重点的に
要求。 

具体的には、 
・ 評価の目線合わせの重要性からも評価者講座の充実が必要であるこ
とから、開催回数を増やす一方で、既存経費の見直しを行うなど予算
の縮減を図る工夫を行った上で、平成 24 年度概算要求において 28 百
万円を要求。 

・ 官民人事交流については、民間企業向けの説明会の開催回数を増や
す一方、これまで別途開催していた各府省等と民間企業との意見交換
会を前記説明会と統合して効率的に開催することにより、官民人事交
流のメリットをアピールする機会を確保しつつ、予算の縮減を図る工
夫を行った上で、平成 24年度概算要求において 3.9百万円を要求。 

・ メンタルヘルス対策の強化のため、平成 24年度機構・定員要求にお
いて人事・恩給局に新規増１名を要求。[定員要求] 

政
策
２ 

適正な行政管理の実施 
【引き続き推進】 

評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 24 年度概算要求において「行政管理実施費」を 2.0 億円要求。 

政
策
３ 

行政評価等による行政制
度・運営の改善 

【改善・見直し】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成 24 年度概算要求において、「行政評価局調査のマネジメント改
革」、「政策評価制度に係る調査研究」及び「行政相談機能向上に係る
体制等の整備」など約 7.4億円要求。 

・ 平成 24年度機構・定員要求において、行政評価局調査の質的向上に
関する企画立案、支援のため、本省行政評価局総務課に調査官（調査
支援担当）を要求し、また、行政評価局調査の調査充実のための支援
体制及び機動調査、常時監視等推進体制の強化等のため、本省行政評
価局に新規増 20名を要求。[機構・定員要求] 

政
策
４ 

地域主権型社会の確立に
向けた地方行政体制整備
等 

【引き続き推進】 
 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 24 年度概算要求において「地方行政制度整備費」を 42.1 億円

要求。 

政
策
５ 

地域力創造 

【引き続き推進】 
 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 24年度概算要求において「緑の分権改革の個別分野の改革モデ

ルの具体化事業に係る調査」などを 18.9億円要求。 
・ 平成 24年度機構・定員要求において、東日本大震災からの復興施策

における独自の地域づくり施策に係る地方公共団体への支援を行うた
め人員 1 名を要求。［定員要求］ 

政
策
６ 

地域主権型社会の確立に
向けた地方財源の確保と
地方財政の健全化 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成 24 年度においては、「中期財政フレーム（平成 24 年度～平成
26 年度）」に基づき、一般財源総額について実質的に平成 23 年度の
水準を下回らないよう確保するため、地方交付税について 17.1兆円を
要求した。 

・ 地方公共団体財政健全化法に基づく資金不足比率が一定水準の公営
企業について、経営健全化計画の作成支援等を推進した。 

   
   



№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策
７ 

地域主権型社会を担う地
方税制度の構築 

【引き続き推進】 
 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 24 年度概算要求において「地方税制度整備費」などを 0.38 億

円要求。 
・ 平成 24年度機構・定員要求において、社会保障・税一体改革をはじ

めとする税制の抜本的な改革及び住民自治を確立するための地方税制
度改革を実現するための体制強化、社会保障・税に関わる番号制度の
実施に対応するための体制強化、広域的な大規模災害に対応した新た
な固定資産評価手法を確立するための体制強化に伴う増員６名を要
求。［定員要求］ 

政
策
８ 

選挙制度等の適切な運用 
【引き続き推進】 
 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 24 年度概算要求において「選挙制度整備費」2.3 億円を要求。 

政
策
９ 

電子政府・電子自治体の推
進 

【改善・見直し】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成 24 年度概算要求において「業務・システムの最適化推進経費」
として 0.9億円を要求。 

・ 行政事業レビューを踏まえ、総合窓口システム（e-Gov）のシステム
改修を引き続き必要最低限に絞り込み、8.9 億円を平成 24 年度概算要
求において要求。 

・ 平成 24年度概算要求において、自治体クラウドの推進に向けた調査
研究等に要する経費を 0.26 億円要求。 

政
策
10 

情報通信技術の研究開
発・標準化の推進 

【改善・見直し】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成24年度概算要求において「脳の仕組みを活かしたイノベーショ
ン創成型研究開発」、「戦略的情報通信研究開発推進制度」及び「情報
通信分野における標準化活動の強化」など471.0億円要求。 

政
策 
11 

情報通信技術高度利活用
の推進 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成24年度概算要求において「フューチャースクール推進事業」、「情
報流通連携基盤構築事業」及び「通信・放送分野における情報バリア
フリー促進支援事業」など54.6億円要求。 

政
策
12 

ユビキタスネットワーク
の整備 

【改善・見直し】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 「衛星放送受信対策事業」については、所要の目的を達成したため、
平成23年度に終了している。 

・ 平成24年度概算要求において「放送政策の推進」及び「国際放送の
強化」を34.6億円要求。 

政
策
13 

情報通信技術利用環境の
整備 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成24年度概算要求において「情報通信利用環境整備推進事業」、「児
童ポルノサイトのブロッキングに関する実証実験」及び「電気通信分
野の適正な監督のための事務経費」など30.7億円要求。 

政
策
14 

電波利用料財源電波監視
等の実施 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成24年度概算要求において「電波監視に関する経費」、「総合無線
局監理システム」及び「無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発
等」など715.8億円要求。 

政
策
15 

ＩＣＴ分野における国際
戦略の推進 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成24年度概算要求において「ＩＣＴ海外展開の推進」、「国際会議
への対応」及び「ＩＴＵ分担金」など28.7億円要求。 

   



№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

政
策
16 

郵政行政の推進 

【改善・見直し】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成24年度概算要求において「郵政行政事業における適正な監督」
と「郵政事業の抜本的見直しのための情報収集・調査」の施策統合、
「郵便・信書便事業におけるユニバーサルサービス確保と競争環境整
備に必要な調査研究」と「郵便事業における利用者利便の向上に係る
情報収集」の施策統合を行うとともに「国際機関への貢献」など4.9
億円要求。 

政
策
17 

一般戦災死没者追悼等の
事業の推進 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 

・ 平成 24年度概算要求において、一般戦災死没者追悼等事業費として
約 8.0億円要求。 

政
策
18 

恩給行政の推進 

【引き続き推進】 
 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った。 
・ 平成 24年度概算要求において、受給者等に対するサービスの向上の

ため、最適化後の恩給受給者総合システムの運用に係る経費 1.29 億円
を要求。 

・ 平成 24年度機構・定員要求において、定員合理化計画及び他部門へ
の振替により 19人を削減するともに、再任用短時間勤務職員８人を要
求。[定員要求] 

政
策
19 

公的統計の体系的な整
備・提供 

【引き続き推進】 
評価結果を踏まえ、以下の措置を行った（平成 24年度概算要求等）。 

・ 統計法に基づく施策の推進、地方における統計組織の確保等に必要
な経費として約 109億円を要求。 

・就業構造基本調査等の国勢の基本に関する統計調査を確実に実施する
とともに、産業構造の変化等に対応した統計整備を推進するために必
要な経費等として約 128億円を要求。 

・ ＩＣＴの活用を促進し、調査客体及び統計ユーザーの利便向上を図
るために必要な経費等として約 7.5 億円を要求。 

・ 平成 24年度機構・定員要求において、経済センサス－活動調査の結
果の審査及び発表のための体制整備をはじめとする、公的統計の体系
的な整備・提供を推進するための人員 13名を要求。[定員要求] 

政
策 
20 

消防防災体制の充実強化 

【引き続き推進】 
 評価結果を踏まえ、以下の措置を行った（平成 24年度概算要求等）。 
・ 広範囲かつ長期間に及ぶ大規模災害に対し、地域を越えた的確かつ
迅速な対応を目的とした、緊急消防援助隊の充実強化のための予算 106
億円を要求（日本再生重点化措置枠及び東日本大震災復旧・復興枠含
む。）。 

・ 消防団員数の減少を受け、消防団の入団促進を図るとともに、自主
防災組織等の育成等により地域における総合的な防災力の強化を図る
ため、2.5億円を要求。 

・ 身近な生活における安心・安全の確保を図るため、引き続き、住宅
用火災警報器の設置の普及啓発等を図るとともに、空港、病院等の公
共的な施設における高齢者や障害者に適した火災警報装置の調査検討
を行うため、2.7億円を要求。 

・ 消防と医療の連携・強化等の課題を含めた救急業務のあり方の研究・
検討を行うため、91百万円を要求。 

・ 平成 24年度機構・定員要求において、大規模・広範囲災害に対する
応急体制の強化、緊急消防援助隊の機能強化等を図るため、担当職員
の増員を 15 名要求するとともに、同様の目的で、広域応援体制に係る
事務を担当する室の新設を要求。［機構・定員要求］ 

・ 雑居ビル等における防火・防災管理体制の強化や消防機関による火
災調査権の拡大等を内容とする「消防法の一部を改正する法律案」を
平成 24年３月２日に国会に提出。 

 


